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１Ｉ０２ 

「長崎県新科学技術振興ビジョン」の策定戦略 
 

○中村 修, 野中 一宏, 西村 一宏, 上原 哲之, 稲田 雅厚 

（長崎県 科学技術振興局） 

 

 

１． はじめに 

我が国では、人口減少社会への移行やアジアの

経済成長、国民の意識・価値観の変化、経済のグ

ローバル化や近年の経済危機による雇用環境の

悪化やそれに伴う地域の活力低下が顕在化して

きている。このような課題を解決し暮らしに安ら

ぎや豊かさをもたらすためには、一人ひとりの痛

みを受け止めながらぬくもりのある社会づくり

に取り組むこと、県民がいきいきと働ける場を創

り出すこと、そして地域の創意や工夫を活かした

地域づくりが必要である。また、これらを実現す

るためには、人を育て、活かしながら県民力を結

集して取り組むことが肝要であり、これらの取組

を進めることによって、県民が安心して日々のく

らしを送り、社会や地域で活発に活動することで

「人」がいきいきと輝くこと、さらには人が輝く

ことにより、「産業」や「地域」に活気があふれ、

日本や世界の中で輝く長崎県の実現が果たされ

ると期待される。以上の考えのもと、長崎県では、

「人が輝く、産業が輝く、地域が輝く長崎県づく

り」を基本理念に据えて、新しい総合計画を策定

中である。 

長崎県では、豊かな生活環境の創造と活力ある

産業社会の実現を目指して、平成１０年６月に

「長崎県科学技術振興ビジョン」を策定し、本県

の科学技術の振興に取り組んできたが、策定から

１２年が経過することや、上記の諸課題を解決す

るための「人が輝く、産業が輝く、地域が輝く長

崎県づくり」を科学技術でサポートするために、

本県科学技術の目指すべき方向性とその実現の

ための基本施策を改めて「長崎県新科学技術振興

ビジョン」（以下「新科学技術振興ビジョン」と

いう。）を策定しようとするものである。  

 
２．新しい長崎県総合計画（案）の策定 
 時代の潮流を捉え、１０年後のあるべき姿を見

据えつつ、今後５年間（平成２３年度～平成２７

年度）における「人が輝く、産業が輝く、地域が

輝く長崎県づくり」に向けた重点的な政策・施策

（案）を以下に示す。 
 
２．１ 人が輝く長崎県 
県民が安心して日々の暮らしを送るとともに、

様々な地域や産業分野を支える人が育ち、活躍で

きる長崎県を目指し、次の政策・施策からなる。 
１）未来を託す子供たちを育む。 
・子どもの伸びやかな育ちへの支援 

・子どもたちの個性を活かし、能力を伸ばす教育

の推進 

・豊かな心と志を持ってたくましく生きる力の育

成 

・家庭や地域の教育力・養育力の向上 

２）一人ひとりをきめ細かく支える。 
・医療をみんなで支える体制づくり 

・きめの細かいセーフティネットの構築 

・安全・安心な消費生活の実現 

・食の安全・安心の確保 

３）人を育てる、人を活かす。 
・すべての人の社会参加への支援 

・県民の健康と元気づくりへの支援 

・産業を輝かせる人づくり 

・地域を輝かせる人づくり 

 

２．２ 産業が輝く長崎県 
働く場があることは生活の安心の基礎をなす

ものであり、次代を担う力強い産業を育て、県民

が生き生きと働くことができる長崎県を目指し、

次の政策・施策からなる。 
１）力強く豊かな農林水産業を育てる。 
・「ナガサキブランド」の確立 

・業として成り立つ農林業の所得の確保 

・収益性の高い、安定した漁業・養殖業の実現 

・強い経営力を持った農林業の経営体の育成 

・次代へつなぐ水産資源と漁場づくり 

・第 2次産業や第 3次産業との連携 

・基盤技術の向上につながる研究開発の展開 

２）次代を担う産業と働く場を生み育てる。 
・地場企業の育成・支援 

・企業誘致の推進 

・新産業の創出・育成 

・産学官協働による研究開発・技術支援の展開 

３）地域の魅力を磨き上げ人を呼び集める。 
・魅力ある観光地づくりの推進 

・観光客の誘致促進 

・歴史・文化などの魅力の向上 

・文化・スポーツイベントを活用した交流の拡大 

・歴史的結びつきと文化的特性を活かした海外との
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交流の推進 

４）アジアと世界の活力を呼び込む。 
・アジアの観光客の誘客強化 

・クルーズ観光の拡大 

・外国人の受入環境の整備・向上 

・県産品の輸出強化と企業の進出支援 

 

２．３ 地域が輝く長崎県 
 住む人たちの思いや地域の特色を活かした「地

域発の地域づくり」を応援することにより、地域

に活気と賑わいがあふれた長崎県を目指し、次の

政策・施策からなる。 
１）「地域発の地域づくり」を進める。 
・自発的な地域づくりの推進 

・他地域をリードする先進的な取組の展開 

・しまや過疎地域の活性化 

・文化・芸術によるまちづくり 

・スポーツによる地域の活力の創出 

・世界平和への貢献 

２）安心・安全で快適な地域をつくる。 
・災害に強く命を守るまちづくり 

・安全・安心なまちづくり 

・地球温暖化対策の推進 

・環境への負荷の削減と循環型社会づくり 

・人と自然が共生する地域づくり 

３）地域づくりを支えるネットワークをつくる 
・高速・広域交通体系の確立 

・都市の競争力を高めるまちづくり 

・離島・半島等のくらしを支える地域交通・情報通

信の確保 

以上のうち、アンダーラインを示したのは、科学

技術が関与しうる施策である。 

 
３．新科学技術振興ビジョンの構成 

新科学技術振興ビジョンには、長崎県の現状と

特徴を踏まえ、現科学技術振興ビジョンの達成状

況の検証や国の第４期科学技術基本計画を勘案

しながら、長崎ならではの新たな社会経済価値を

生みだし、地域社会の変革に貢献する科学技術振

興を盛り込む。 

 

３．１ 長崎県の現状と特徴  

１）人口の推移：長崎県の人口は、昭和４０年の

１６４．１万人から平成１７年の１４７．９万

人と、４０年間に約１６．３万人減少している。

特に離島の人口減少が著しく、３１．２万人か

ら１５．６万人に減少。 

２）産業構造： 

・第１次産業は、全国の構成比４．８％に比べ、

９．１％と高い。 

・第２次産業は、全国の構成比２６．３％に比べ、

１９．６％と低い。特に製造業は、全国の２１．

２％に比べ１４．６％であり、全国水準のほぼ

３分の２である。 

・第３次産業は、全国の構成比７６．４％に比べ、

８０．８％である。 

３）産業特性：  

・工業分野では、加工組立型の製造品出荷額の構

成割合が全体の７割を占める。 

・輸送用機械、一般機械が県内製造出荷額の４

７％を占める一方、九州の他県と比べて精密機

械加工業が少ない。 

・食品製造業の事業所数は、九州の他県と比べて

３番目に多いが、出荷額、１事業者あたりの出

荷額は九州で一番低い。 

・事業所、従業員数は全国的にも多い部類に入る

が、製造出荷額は少ない。 

・小規模な企業が多く、食料品出荷額の多くは生

産性の低い零細企業が担っている。 

・認定農業者が倍増し、また販売額１０００万円

以上の農家数の伸び率も全国１位であるが、農

家の農業所得は全国に比較して６７％と低い。 

・海面漁業・養殖業生産額は全国２位。漁業経営

体数、漁業就業者数ともに全国２位であるが、

小規模漁協が多く、１組合平均販売事業取扱高

は全国の３６％低い。 

 

３．２ 現科学技術振興ビジョンの達成状況の検

証 

・産学官連携組織が情報交換の場に留まり、地域

課題解決のための議論の場となりえていない。  

・産学官による科学技術振興の前提となる目的意

識の共有と役割分担の明確化の不足から組織

的活動が低調に留まっている。 

・活用に関する知的財産マネージメントの充実さ

せる必要がある。 

・ニーズとシーズを効率的に結びつけ、研究成果

を実用化・事業化につなぐことができるコーデ

ィネート人材に不足感がある。 

・これまで以上に横断的な研究開発に取り組むた

めに研究人材の交流を促進する必要がある。 

・研究成果を受け渡すために、「産」における技

術人材育成支援を充実させる必要がある 。 

・市町と連携した科学技術啓発活動の展開が求め

られる。 

・産業政策と科学技術政策をさらにリンクさせ、

地域課題の解決に貢献する必要がある。 

 

３．３ 国の第４期科学技術基本計画 

基本理念として、ダイナミックな世界の変化と

日本の危機、国家戦略における基本計画の位置付

け、第３期基本計画の実態と課題、および２０２

０年に目指すべき国・社会の姿を掲げ、以下の項

－296－



目を整理している。 

１）ダイナミックな世界の変化と日本の危機 

・ダイナミックな世界の変化、新興国の台頭、日

本の相対的地位低下 

・地球温暖化等の世界規模での諸問題や、国内に

おける世界最速の高齢化・人口減といった課題

の深刻化 

・イノベーションシステムの構造変化への対応の

遅れ、科学・技術・イノベーション政策の戦略

的展開の必要性 

２）国家戦略における基本計画の位置付け 

・国家戦略としての「新成長戦略」を踏まえ、よ

り幅広い視点から深化・具体化し、１０年先を

見据えた５年間の計画 

・我が国の科学・技術・イノベーション政策の基

本方針 

３）第３期基本計画の実態と課題 

・科学・技術政策と他の重要政策との連携が希薄 

・科学・技術の発展が必ずしも課題解決に結びつ

いていない。 

・諸外国が科学・技術の強化を図る中での基礎研

究の更なる質向上 

・人財育成や活躍躍進により、若い世代が未来を

切る拓ける環境実現  

・科学・技術への期待が高い一方、広く国民の支

持・共感が得られていない。 

４）２０２０年に目指すべき国・社会の姿 

・我が国の様々な課題を強みに転換し、持続的な

成長を実現する国 

・安全で質の高い社会及び国民生活を実現するこ

とが国民の誇りとなる国 

・地球規模課題に国際協調・協力の下で取り組み、

課題解決を先導する国 

・科学的な「知」の資産を創出し続けるとともに、

それを育む環境を有する国 

・ 若者が夢と希望を抱ける国 

 

また、国家戦略の柱としての２大イノベーショ

ン推進として、グリーン・イノベーションで環境

先進国を目指すこと、ライフ・イノベーションで

健康大国を目指すこと、およびイノベーションの

創出を促す新たな仕組みを掲げ、以下の項目を整

理している。 

１）グリーン・イノベーション： 

環境に配慮した国民生活の質の向上を実感で

きる持続可能な低炭素・自然共生・循環型社会の

実現 

・再生可能エネルギーへの転換、エネルギー供

給・利用の低炭素化、エネルギー利用の効率

化・スマート化、社会インフラのグリーン化 

・ルール変更によりイノベーションを誘発する

「ポジティブ規制」の活用 

・安全規制を限定解除する特区機能付先端研究拠

点の創設 

・国際標準化による競争力強化戦略の策定・推進 

２）ライフ・イノベーション： 

少子高齢化社会において、国民が豊かさを共感

できる社会の実現 

・予防医学の推進、革新的診断・治療法の開発、

高齢者・障がい者の科学・技術による自立支援 

・基盤となる先端研究開発を総合的に推進する体

制の構築 等 

３）イノベーションの創出を促す新たな仕組み： 

  さまざまな課題解決型イノベーションが沸き

起こる仕組みの構築 

   ・イノベーション戦略策定・推進のための場「イ

ノベーション戦略協議会」創設 等 

 

３．４ 新たな社会経済価値を生みだし、地域社

会の変革に貢献する科学技術施策 

以上示した課題・背景を基に、長崎県で取り組

むべき科学技術施策を、以下の３つの範疇にまと

めた。 

１）産業の基盤を支える施策 

・農林水産物の安定生産と付加価値向上 

・地場産業が持つものづくり技術の高度化 

・地域資源の有効活用 

・グリーン・イノベーションの導入 等 

２）安心・安全な県民生活の基盤を支える施策  

・保健・医療・福祉サービスの安定的提供 

・健康危機管理体制の強化 

・予防の視点に立った地域サービスの提供 

・ライフ・イノベーションの導入 等 

３）科学技術を担う人材育成 

・地域課題解決の視点を持つ研究者育成 

・産学官連携コーディネータ育成・活用 

・知的財産戦略マネージャー育成・活用 

・「産」の技術人材育成 等 

具体的な研究開発プログラムの推進とそれが

もたらすアウトカムのイメージを図１に示す。県

内外リソースを活用して、「人が輝く、産業が輝

く、地域が輝く長崎県づくり」に向けて、競争力

のある産業や農林水産業の６次産業化による雇

用が拡大した社会、産業と連動した循環型社会等

を長期アウトカムと位置付け、それに至るシナリ

オと取り組むべき研究開発プログラムをまとめ

ている。 
 

３．５ 新しい科学技術施策を推進する仕組み 

１）産学官連携による研究開発推進 

・産学官連携組織（長崎新生産学官連携コンソー

シアム）の活動推進 
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・地域産学官連携拠点（JST 事業）の活用 

・大学・企業との連携協定の活用；長崎大学、長

崎総合科学大学、東大生産研、富士フイルム 

等 

・県研究機関による連携コーディネート機能； 

産産連携の促進 等 

２）地場産業の高度化と成長分野への対応 

・工業技術センター「ものづくり試作加工支援セ

ンター」の活用 

・総合水産試験場の「オープンラボ」の活用 

・産学官共同研究の推進 

・九州公設研究機関との共同研究の推進 等 

 

４．考察 

長崎県では、県内産業振興のために、県の各研

究機関が連携を図り、企業や大学との共同研究に

取り組む必要性が認識され、５つの研究機関（環

境保健研究センター、工業技術センター、窯業技

術センター、総合水産試験場、及び農林技術開発

センター）を統轄する組織として科学技術振興局

が設置されている。 

新科学技術振興ビジョンは、長崎県総合計画の

個別計画として、１０年後の長崎県のあるべき姿

を見据えつつ、本県産業を支える科学技術の目指

すべき方向性とそれを達成するための施策を明

らかにするものである。このビジョンを軸に、長

崎の特性を活かした新事業の創出、成長産業の集

積と安心・安全な地域社会に資する科学技術の振

興を具体的に定めていく必要がある。そのために

は、関係部局が現在策定中の個別計画（環境基本

計画、福祉保健総合計画、産業振興ビジョン、水

産業振興基本計画、農政ビジョン等）との連携を

密にして、それぞれの産業分野において目指す目

標を共有し、九州の広域連携も視野に入れながら、

大学及び産業界と一体となった戦略的な科学技

術振興の取り組みが強く求められる。 

なお、総合計画および各個別計画は１１月ある

いは来年２月の県議会を経て、正式に決定される。 
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図１．戦略的研究開発プログラムのロジックモデル 
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